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論文は序章と 6 つの章からなり、本論は大きく第 l 部(第 l 章~第 3 章)と第 2 部(第 4 章~第 6 章)に分けられ、




について税を考慮した場合の Q 比率がどのように求められるかを含め、説明している o
第 1 部は、現在の法人税制がわが国企業の投資行動にどのように影響を及ぼしているかを、資本コストおよび Q
























について、資本コストおよび Tobin の Q を種々のデータに基づいて厳密な形で推計し、それらに基づいて、税制が
企業の投資行動に及ぼす影響を幾つかの異なる場合について実証的に検証し、また法人税制改革がそれらに及ぼす影
響を明らかにしている。論文前半では、法人税制と企業行動の関係を従来の研究に加えてさらに詳細に明らかにする
とともに、税が企業行動にどのように歪みを与えているかについても考察を行っている。論文後半では、前半の分析
手法を税制改革の評価あるいは投資国選択の問題に適用し、現在法人税について問題とされる外形標準化および連結
納税制度導入の影響、および海外直接投資と投資先の企業税制の関係を明らかにしている。
分析は何れも着実に展開され、根拠とする理論を実際のデータにうまく適用し、また各データは十分吟味して適切
に処理され、推計された結果の解釈についても広い視点から十分な配慮のもとに行われている。各章の議論はそのよ
うな分析を通じ、上場企業および中小企業それぞれにおける税制と投資行動の関係、外形標準化、連結納税制度の法
人税改革がもたらす企業行動への影響、さらには海外直接投資地域選択において税制が果たす役割等について、一定
の明確な結果を明らかにしている o 無論、理論の適用にあたってさらに適切なデータの利用および処理の方法を考え
ること、また推計の結果についてより慎重な解釈を試み、不明な点の一層の解明を試みる等の余地はあるが、本論文
は博士(経済学)の学位を授与するのに十分であると考えられる。
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